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特集報文：水害リスクの低減にむけて 

谷底平野における洪水からの逃げ遅れを防ぐ施設設計の提案

武内慶了・福島雅紀・諏訪義雄・天野邦彦
 

1．はじめに1 

 近年、北海道や岩手県、福岡県等の中山間地域

において現況の河川の整備水準を大きく上回る洪

水が発生し、地域社会に人的被害を伴う甚大な被

害をもたらしている。中山間地域は下流の扇状地

に比較し河川の整備水準が低い傾向にあり、さら

には人口減少や高齢化の影響により地域防災力が

低下し、洪水等の自然災害に対して脆弱な地域で

ある
1)
。この様な特性をもつ中山間地域に対し、

1)水害リスク情報等を地域と共有し、命を守るた

めの確実な避難の実現、2)既存ストックを活用し

た治水対策の推進、3)逃げ遅れによる人的被害を

なくし、地域社会機能の継続性確保、がなされる

ことの重要性が指摘されている
1)
。本稿では、中

山間地域を対象に、前述のように指摘された重要

性の1つである「逃げ遅れによる人的被害の防止」

を目的とし、既存施設を活かした改修等を通して、

減災効果を発揮するハード対策について検討する。

具体的には、中山間地域に古くから数多く存在す

る霞堤及び、その背後の谷底平野部を対象として、

逃げ遅れを防ぐために有効な施設設計について、

水理計算を通して考察する。 

2．避難行動の特徴及び地域特性を踏まえた

被害軽減策 

2.1 逃げ遅れによる人的被害軽減のための視点 

 浸水発生前に、市町村長による適切な避難勧告

等に基づいて、安全な環境下での避難行動が確実

に行われれば、人的被害軽減が可能となる。しか

し、目の前の浸水の様な変状の確認をもって初め

て危機的状況を認識し、避難を開始する住民が多

いという実態がある
例えば2),3)

。  
 さらに、中山間地域の谷底平野を流下する河川

は、下流の沖積河川に比べ、降雨開始からの洪水

到達時間が短く、水位上昇速度が大きい。そのた

め、中山間地域ではそもそも時間的余裕をもった

──────────────────────── 
Proposal of a Structural Design to Ensure Evacuation Time 
during Floods in Valley Plains 

避難が難しい場合もある。 

これらのことから、逃げ遅れによる人的被害軽

減のためには、変状の確認をもって避難を開始す

る場合が多いという住民の行動特性を現実として

踏まえ、危機的状況の認知が容易であること、ま

た、目の前の危機的状況を認知した後であっても、

切迫的な避難に必要な時間を一定程度確保できる

施設を設置することが有効であると考えられる。 

2.2 中山間地域に見られる霞堤の特徴 

 中山間地域には、古くから霞堤が数多く存在す

る。霞堤が設置された谷底平野部は、農地をはじ

め一部住居として利用されていることが多い。霞

堤は下流に対する洪水調節機能が広く認識されて

いるが
4)
、急流河川においては、氾濫水を速やか

に河道へ排水することによる当該地域の被害軽減

効果も指摘されている
5),6)

。 
霞堤を洪水からの避難の観点から見ると、洪水

時には霞堤開口部からの浸水が比較的ゆっくりと

進行するため、この浸水の認知が避難につながる

利点を有すると考えられる。しかし、連続堤に比

べ浸水頻度が高くなるため、改修時等に地域から

の要望を受け、開口部が閉鎖され、上記の利点が

失われることがある。 

2.3 “逃げ遅れを防ぐ環境”の創出の試み 

 前述の2.1～2.2を踏まえ、集落部の浸水頻度を

低下させつつ、避難に対する霞堤の利点をより活

かす方策について検討する。本稿では、危機的状

況が発生してから、家屋付近の浸水により水平方

向の避難が困難となるまでの時間（以下「リード

タイム」という。）に着目する。霞堤が設置され

た谷底平野部では、2つの危機的状況が発生する

タイミング及びそれらに対応したリードタイムが

あると考えられる。2つのタイミングのうち、1

つは霞堤開口部からの浸水の開始であり、浸水域

が平野部上流方向にゆっくりと拡大していくため、

リードタイムTdlは比較的長い（図-1上段左）。も

う1つは堤防を越流し、場合によっては決壊する

ことによる氾濫の開始であり、その流量は大きく

平野部を流下するため、リードタイムTieは非常
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に短くなる（図 -1下段左）。また、下流側の霞堤

開口部からの浸水に注意していても、避難が完了

していなければ、上流側から氾濫水が流下し、た

ちまち避難が困難な状況に陥る場合もあるため、

Tieも重要な指標である（図 -1下段左）。本稿での

着眼点はこの2つのリードタイムTdl及びTieを、

ハード対策によって長くするところにある。これ

を実現し得る方策として、既存の霞堤背後に二線

堤を設置する方法（以下「本方式」という。）を

想定した（図-1上 ,下段右）。二線堤設置により、

平野部への浸水・氾濫という危機的状況を認知し

やすい霞堤の特長を残しつつ、浸水・氾濫範囲を

一定時間、二線堤～霞堤間に留めることにより

Tdl及びTieの増大が期待される。また、改修効果

として、二線堤を越流するまでの洪水規模では氾

濫範囲が限定される。 

なお、霞堤開口部を閉じ連続堤とした場合、浸

水の頻度が低減するとともに、流下能力以下の洪

水であれば被害を防ぐことが可能となる。しかし、

氾濫が生じるほどの大規模な洪水を想定した場合、

Tdl がなくなるとともに、Tieは従前とほぼ変わら

ないものと考えられる。従って、逃げ遅れによる

人的被害を軽減する観点から見た場合、計画を超

過する出水においては、連続堤化は必ずしも得策

とは言い切れない。 

3．霞堤を有する谷底平野における氾濫計算 

3.1 決壊条件等の違いによるリードタイムの変化 

 本方式を採用した場合の、避難の観点からの有

効性を確認するため、図-1に示す河道及び谷底平

野部を想定した地形を対象に、河道と谷底平野部

の一体的な平面2次元流況計算を実施した。谷底

平野部及び河道部の縦断勾配は1/700とした。霞

堤有堤部堤防高は平野部地盤高から2.5mとした。

二線堤を設置する場合、その天端高は霞堤有堤部

と等しくした。流量を単調増加させ河道上流端に

与えて計算を行い、Tdl 及びTieを算定した。霞堤

開口部の縦断幅は100mとした。河川水位上昇時

の霞堤有堤部からの氾濫を考慮するため、幅

100mの決壊を伴う氾濫を開始する水位を霞堤天

端高 -1.0m～天端高の間で5ケース、これに加え

氾濫が越流のみによる1ケースを設定した。なお、

上段：霞堤開口部からの浸水及び浸水開始後の避難可能時間Tdl（左：霞堤のみ，右：霞堤と二線堤を組合せ） 
 

下段：霞堤上流からの氾濫及び氾濫開始後の避難可能時間Tie（左：霞堤のみ，右：霞堤と二線堤を組合せ）  

図-1 着目した2つのリードタイムとその増大方策としての二線堤設置  
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これ以降に示す計算結果及び計算条件の詳細につ

いては参考文献
7)
を参照されたい。 

着目した2つのリードタイムの増大効果の一例

を図-2に示す。霞堤のみの場合、開口部からの浸

水域が拡大し、有堤部からの氾濫開始前に集落部

に到達し、避難が困難な状況に至った。これに対

し、二線堤を設置した本方式では、Tdlが大幅に

増加していることがわかる。また、有堤部からの

氾濫が生じた後であっても、避難可能時間が一定

程度確保されている（図中Tie）。 

3.2 減災効果と地形スケール 

 本方式において、霞堤有堤部からの氾濫開始後

の避難可能時間 Tieは、連続式に基づく式 (1)に

よって概ね説明できることが指摘されている7)。 

௜ܶ௘ ≅ ∆௛∙௅∙஻ொ೔೙ିொ೚ೠ೟ + ∆ ௜ܶ௘            式(1) 

ここに、Δh:有堤部からの氾濫開始時における霞

堤開口部からの浸水位と二線堤高との差、L：谷

底平野部の縦断区間長、B：霞堤・二線堤間の氾

濫域の横断方向幅、Qin ,Qout：有堤部からの氾濫

流量、霞堤開口部から河道への戻り流量（時間平

均値）、∆ ௜ܶ௘：有堤部からの氾濫流が霞堤開口部

からの浸水範囲に到達するまでの時間である。式

(1)より、大きな地形スケールでは縦断方向にLや∆ ௜ܶ௘、横断方向にBの増大が見込まれ、Tieが長く

なる。このことは、本方式は適用する地形スケー

ルによってその効果が変化することを示している。 

3.3 氾濫の起こり方から見た期待される効果 

 式 (1)より、氾濫流が河道へ戻る流量Qoutが大

きいほどTieが長くなる。霞堤開口部を残すこと

によりQoutが確保され、Tieを延ばす役割を持つこ

とがわかる。 

霞堤有堤部からの氾濫後、二線堤～霞堤間の氾 

濫域における水位縦断形は、上流側では地盤の縦

断勾配に近く、下流側では河道内水位の影響によ

り水平に近い状態を保ちながら、洪水流量の増加

に伴い上昇していくことが確認されている
7)
。つ

まり、氾濫域では下流ほど水深が大きく、浸水位

が最初に二線堤高に到達するのは二線堤下流端付

近となる。このため、二線堤背後の集落部での浸

水範囲は、下流側から上流方向に拡大する挙動に

転じ、浸水位上昇速度が低減される可能性が高い。

従って、極めて切迫した状況においても逃げ切れ

る環境の創出が期待される。 

4．逃げ遅れを防ぐための施設設計 

上記の検討を踏まえ、逃げ遅れによる人的被害

低減のための施設設計のポイントを示す。 

4.1 対象地域の条件に見合う施設設計の検討 

3.2で示したように、地形スケール等の条件に

よらず、一般性の高い施設を具体的に見出すこと

は難しい。そのため、対象とする地域のスケール

や平面的形状、土地利用分布、活用可能な既存施

設等の条件に見合うハード対策の検討及び技術的

知見の蓄積、共有が必要である。 

4.2 幅広い超過外力規模で被害軽減効果を発揮 

本方式において、霞堤開口部からの浸水がある

ものの、二線堤を越えないピーク水位となる洪水

においては、避難に必要となる時間確保の効果に

加え、氾濫範囲が二線堤～霞堤間に限定されるこ

とにより直接被害が軽減される効果が期待される

（図-3）。一方、二線堤を越える水位が生じる洪水

であっても、水位上昇過程において避難に必要な

時間が一定程度確保される（図 -3）。つまり、い

かなる洪水規模においても、切迫的な避難を可能
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とする環境が創出されることが期待できる。この

ように、幅広い超過外力規模での効果発揮が期待

される施設設計を行うことは、重要なポイントの

一つであると言えよう。 

4.3 大規模洪水でも有効な避難路の確保 

 切迫的な避難の開始後、逃げ切れるかどうかは、

ピークの浸水位と避難先の高さによって決まる。

洪水外力の不確実性ゆえ、より高い場所への避難

を想定することが必要である。今回想定した切迫

的な避難では、上・下流方向への水平移動が困難

と想定されるため、背後の山腹に連続的に標高が

高くなる避難路を設け、浸水位の増加に対応する

形でより高いエリアへ移動できるような工夫が必

要である（図 -4）。但し、降雨による山腹からの

流出や土砂災害等による避難後の二次災害を回避

するよう、避難路設置箇所には留意が必要である。 

4.4 ソフト対策を組み合わせ、危機的状況の発生

をより確実に報せる 

 本方式において、二線堤の高さ等によっては、

二線堤・霞堤間の平野部での浸水を、集落部から

確認し難くなる可能性もある。このような場合、

例えば新たな水位周知方策として、当該平野部の

浸水を報せるソフト対策を組み合わせる等、逃げ

遅れによる人的被害の更なる軽減に向けた対策が

有効である。 

4.5 日常生活への配慮 

 二線堤を山に接続させる施設設計とした場合、

危機的状況において効果を発揮する一方、山から

の沢水の排水性低下の他、景観阻害や移動を困難

にする可能性がある等、日常の生活に影響が生じ

る場合がある。このような影響が少なくなるよう

必要に応じて対策を組み合わせる必要がある。 

5．まとめ 

 中山間地域谷底平野部において、洪水からの逃

げ遅れを防ぐことを目的とした施設設計について

考察した。本方式を適用することで、既存施設の

利点を残しつつ、集落部の浸水頻度を低減させる

とともに、実態としての避難行動特性や中山間地

域の洪水流下特性の下で、切迫的な状況において

も“避難が可能となる時間を延ばす”ことが可能

となる。逃げ遅れを防ぐ本方式による施設設計は、

改修の際の重要な選択肢となる。 

社会実装に向けた今後の課題として、対象とす

る場の状況（形状、スケール、土地利用状況、既

存施設）と洪水流下や氾濫の特性との関係を踏ま

えた、より効果の大きい施設設計の具体的方法の

模索と提案が挙げられる。 
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